
平成２７年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(70,349) (70,349) (56,279)

0 0 0

＜70,349＞ ＜70,349＞ ＜56,279＞

(11,536) (11,536) (8,652)

19,603 19,603 14,702

＜31,139＞ ＜31,139＞ ＜23,354＞

(40,523) (40,523) (30,392)

1,300 1,300 975

＜41,823＞ ＜41,823＞ ＜31,367＞

(23,590) (23,590) (15,726)

0 0 0

＜23,590＞ ＜23,590＞ ＜15,726＞

(14,801) (14,801) (11,100)

0 0 0

＜14,801＞ ＜14,801＞ ＜11,100＞

(65,576) (65,576) (49,182)

0 0 0

＜65,576＞ ＜65,576＞ ＜49,182＞

(56,415) (56,415) (45,132)

0 0 0

＜56,415＞ ＜56,415＞ ＜45,132＞

(282,790) (282,790) (216,463) (0) (0)

20,903 20,903 15,677 0 0

＜303,693＞ ＜303,693＞ ＜232,140＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

陸前高田市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

細谷　勇次

市町村名 電話番号 0192-54-2111 rt0586@city.rikuzentakata.iwate.jp

合計額

都道県名 担当部局名 財政課

 市  市  直接115  ◆  A

             

 -   2  -   4  -

 

 市  直接 1/2 
 学校施設環境改善事業（統合中学校太陽光発電
設備整備事業）

 広田・小友・米
崎統合中学校

 市

 直接 1/2 
 学校施設環境改善事業（統合中学校柔剣道場整
備事業）

 広田・小友・米
崎統合中学校

 市  市

4/5  1
 学校施設環境改善事業（統合中学校外構整備事
業）

 広田・小友・米
崎統合中学校

  6

  5  107   A  -   2  -

 A  -   3  -

108   A  -   2  -

 学校施設環境改善事業（統合中学校屋外運動場
整備事業）

 広田・小友・米
崎統合中学校

 市  市  直接 1/3

1/2

106   A  -   2  -   4   

 
 高田保育所再建整備促進事業
（幼稚園・施設整備）

 高田  県  市  間接78    1  

 

 市  直接 4/5

7   A  -   4  -   1

  1  -   4
 広田・小友・米崎統合中学校整備事業（用地取得
事業）

 広田・小友・米
崎統合中学校

 市5  ◆  A  -   1  -

 直接 1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  復興事業地埋蔵文化財発掘調査事業

 竹駒、下矢
作、今泉、長
部、高田、米

崎、小友、広田
ほか

 市  市

（様式１－４）

陸前高田市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２８年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

2,981 2,981 2,235

＜2,981＞ ＜2,981＞ ＜2,235＞

(0) (0) (0)

37,312 37,312 24,874

＜37,312＞ ＜37,312＞ ＜24,874＞

(0) (0) (0) (0) (0)

40,293 40,293 27,109 0 0

＜40,293＞ ＜40,293＞ ＜27,109＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

陸前高田市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

細谷　勇次

市町村名 電話番号 0192-54-2111 rt0586@city.rikuzentakata.iwate.jp

合計額

都道県名 担当部局名 財政課

 

      

       

       

    

     

             

         

 

 市  直接 1/2

123   A  -   2  -   7

  1    復興事業地埋蔵文化財発掘調査事業

 竹駒、下矢
作、今泉、長
部、高田、米

崎、小友、広田
ほか

 市7   A  -   4  -

 直接 1/3

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 
 学校施設環境改善事業（統合中学校柔剣道場整
備事業）

 広田・小友・米
崎統合中学校

 市  市

（様式１－４）

陸前高田市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２７年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,397,051) (1,397,051) (1,047,788)

0 0 0

＜1,397,051＞ ＜1,397,051＞ ＜1,047,788＞

(0) (0) (0)

32,000 32,000 24,000

＜32,000＞ ＜32,000＞ ＜24,000＞

(800,000) (800,000) (666,666)

0 0 0

＜800,000＞ ＜800,000＞ ＜666,666＞

(200,000) (200,000) (166,666)

0 0 0

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜166,666＞

(510,000) (510,000) (425,000)

0 0 0

＜510,000＞ ＜510,000＞ ＜425,000＞

(500,000) (500,000) (416,666)

0 0 0

＜500,000＞ ＜500,000＞ ＜416,666＞

(11,335,089) (11,335,089) (8,501,316)

0 0 0

＜11,335,089＞ ＜11,335,089＞ ＜8,501,316＞

(448,731) (448,731) (392,639)
事業を区分して実施（平成27年7月15日）

0 0 0

＜448,731＞ ＜448,731＞ ＜392,639＞

(2,323,116) (2,323,116) (2,032,726)

0 0 0

＜2,323,116＞ ＜2,323,116＞ ＜2,032,726＞

(422,115) (422,115) (369,350)

0 0 0

＜422,115＞ ＜422,115＞ ＜369,350＞

(241,232) (241,232) (211,078)

0 0 0

＜241,232＞ ＜241,232＞ ＜211,078＞

【他事業より流用】（平成26年4月1日）
流用元：12 D-17-1都市再生区画整理事業（都市再生事業計画案作成
事業）今泉地区
流用額：1,168,554千円（876,416千円）
流用後交付対象事業費：29,973,571千円（国費22,480,178千円）

3/4  防災集団移転促進事業（移転事業）  小友  市  市  直接64   D  -   23  -   11  

 

 市  直接 3/4

63   D  -   23  -   10

    8    防災集団移転促進事業（移転事業）
 矢作・竹駒・高

田・今泉
 市61   D  -   23

  防災集団移転促進事業（移転事業）  米崎  市  市

 -

 直接 3/4

60   D  -   23  -     7   

 
 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区
画整理事業）

 今泉  市  市  直接48   D

 県  直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡広
田陸前高田線

広田
 県

 直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡広
田陸前高田線

久保～泊
 県  県

 防災集団移転促進事業（移転事業）  長部  市  市  直接 3/4

1/2

24   D  -     1  -     5

    4  23   D  -     1  -

 -   17  -     3  

 

 直接 2/3

2/3

21   D  -     1  -     2   

  まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡広
田陸前高田線

小友
 県  県  直接20   D  -     1  -     1  

  津波復興拠点整備事業［高田北地区］  高田  市11   D  -   15

  下水道事業（新市街地汚水管路等整備事業）
 高田、今泉、

長部
 市  市

 まちづくり連携道路整備事業
 （国）340号

（仮）今泉大橋
今泉

 県  県

（様式１－４）

陸前高田市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 市  直接 1/2

14   D  -   21  -     1

    2  



平成２７年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

陸前高田市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(603,920) (603,920) (528,430)

0 0 0

＜603,920＞ ＜603,920＞ ＜528,430＞

(290,000) (290,000) (241,666)

0 0 0

＜290,000＞ ＜290,000＞ ＜241,666＞

(430,000) (430,000) (358,329)

0 0 0

＜430,000＞ ＜430,000＞ ＜358,329＞

(8,114,302) (8,114,302) (6,491,441)

0 0 0

＜8,114,302＞ ＜8,114,302＞ ＜6,491,441＞

(125,700) (125,700) (104,750)

0 0 0

＜125,700＞ ＜125,700＞ ＜104,750＞

(126,856) (126,856) (110,999)

0 0 0

＜126,856＞ ＜126,856＞ ＜110,999＞

(533,822) (533,822) (467,094)

0 0 0

＜533,822＞ ＜533,822＞ ＜467,094＞

(0) (0) (0)

26,400 20,000 14,400

＜26,400＞ ＜20,000＞ ＜14,400＞

(78,459) (78,459) (68,651)

0 0 0

＜78,459＞ ＜78,459＞ ＜68,651＞

(428,142) (428,142) (353,217)

155,445 155,445 128,242

＜583,587＞ ＜583,587＞ ＜481,459＞

(6,757,743) (6,757,743) (5,068,307)

0 0 0

＜6,757,743＞ ＜6,757,743＞ ＜5,068,307＞

 市  直接 2/3  都市計画道路西和野山苗代線整備事業  高田  市

 直接 1/2  津波復興拠点整備事業（高田南地区）  高田  市  市103   D  -   15  -     3

  18  102   D  -     1  -

 

 災害公営住宅整備事業（田端地区）  広田  市  市  直接 3/4

1/3

99   D  -     4  -     8   

 
 復興まちづくり支援施設整備事業
(自治会館等整備事業）

 高田、広田、
米崎、小友

 市  市  直接96   D  -   20  -     4  

 

 市  直接 3/4

93   D  -     4  -     7

    6    災害公営住宅整備事業（大野地区）  広田  市89   D  -     4

  災害公営住宅整備事業  米崎  県  県

 -

 直接 3/4

83   D  -     1  -   12   

  1  市街地復興効果促進事業  陸前高田市  市  市  直接68  ★  F

 県  直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡広
田陸前高田線

花貝
 県

 直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （国）３４０号

竹駒
 県  県

 防災集団移転関連道路整備事業（長部（４））  長部  市  市  直接 2/3

4/5

67   D  -     1  -   11

  10  66   D  -     1  -

 -     2  -     1  -

 

 防災集団移転促進事業（移転事業）  広田  市  市  直接 3/465   D  -   23  -   12   



平成２７年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

陸前高田市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(261,360) (261,360) (217,800)

0 0 0

＜261,360＞ ＜261,360＞ ＜217,800＞

(0) (0) (0)

154,210 154,210 127,223

＜154,210＞ ＜154,210＞ ＜127,223＞

(2,077,815) (2,077,815) (1,818,088)

0 0 0

＜2,077,815＞ ＜2,077,815＞ ＜1,818,088＞

(1,144,404) (1,144,404) (1,001,353)

0 0 0

＜1,144,404＞ ＜1,144,404＞ ＜1,001,353＞

(393,798) (393,798) (344,573)

0 0 0

＜393,798＞ ＜393,798＞ ＜344,573＞

(36,316) (36,316) (27,237)

0 0 0

＜36,316＞ ＜36,316＞ ＜27,237＞

(92,181) (92,181) (76,817)

0 0 0

＜92,181＞ ＜92,181＞ ＜76,817＞

(965,000) (965,000) (772,000)

0 0 0

＜965,000＞ ＜965,000＞ ＜772,000＞

(245,000) (245,000) (196,000)

0 0 0

＜245,000＞ ＜245,000＞ ＜196,000＞

(0) (0) (0)

417,157 417,157 333,725

＜417,157＞ ＜417,157＞ ＜333,725＞

(0) (0) (0)

337,260 337,260 269,808

＜337,260＞ ＜337,260＞ ＜269,808＞

 直接 4/5 -   2  高田地区海岸砂浜再生事業  高田  県  県

118  ◆  D  -   17 4/5

121  ◆  D  -   17  -     3

 市  直接 2/3

117  ◆  D  -   17  -     4

  21    都市計画道路町森の前線整備事業  高田  市116   D  -     1  -

 -   2  地下埋設物等撤去事業（今泉地区）  今泉  市  市  直接 4/5

 東日本大震災特別家賃低減事業  陸前高田市内  市  市  直接 1/2

3/4

114   D  -     6  -     2   

  災害公営住宅家賃低廉化事業  陸前高田市内  市  市  直接113   D  -     5  -     2  

 

 市  直接 3/4

112   D  -     4  -   10

    9    災害公営住宅整備事業（今泉地区）  今泉  市111   D  -     4

  災害公営住宅整備事業（長部地区）  長部  市  市

 -

 直接 3/4

110   D  -     1  -   20   

  市道鳴石線ほか整備事業  高田  市  市  直接109   D

 都市計画道路裏田中和野線整備事業  高田  市  市  直接 2/3

2/3 -     1  -   19  

 -     4  -   3  高田松原地区津波復興祈念公園整備事業  高田  県  県  直接

 地下埋設物等撤去事業（高田地区）  高田  市  市  直接 4/5122  ◆  D  -   17  -     4  -   4



平成２７年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

陸前高田市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(40,882,152) (40,882,152) (32,476,647) (0) (0)

1,122,472 1,116,072 897,398 0 0

＜42,004,624＞ ＜41,998,224＞ ＜33,374,045＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

陸前高田市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

細谷　勇次

市町村名 電話番号 0192-54-2111 rt0586@city.rikuzentakata.iwate.jp

合計額

都道県名 担当部局名 財政課

             



平成２８年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

579,000 579,000 477,675

＜579,000＞ ＜579,000＞ ＜477,675＞

(0) (0) (0)

1,976,785 1,976,785 1,482,588

＜1,976,785＞ ＜1,976,785＞ ＜1,482,588＞

(0) (0) (0)

3,337,304 3,337,304 2,502,978

＜3,337,304＞ ＜3,337,304＞ ＜2,502,978＞

(0) (0) (0)

1,062,817 1,062,817 850,253

＜1,062,817＞ ＜1,062,817＞ ＜850,253＞

(0) (0) (0)

665,986 665,986 582,737

＜665,986＞ ＜665,986＞ ＜582,737＞

(0) (0) (0)

319,326 319,326 255,460

＜319,326＞ ＜319,326＞ ＜255,460＞

(0) (0) (0)

66,909 66,909 55,199

＜66,909＞ ＜66,909＞ ＜55,199＞

(0) (0) (0)

240,000 240,000 198,000

＜240,000＞ ＜240,000＞ ＜198,000＞

(0) (0) (0)

413,703 413,703 330,962

＜413,703＞ ＜413,703＞ ＜330,962＞

(0) (0) (0)

693,830 693,830 555,064

＜693,830＞ ＜693,830＞ ＜555,064＞

(0) (0) (0) (0) (0)

9,355,660 9,355,660 7,290,916 0 0

＜9,355,660＞ ＜9,355,660＞ ＜7,290,916＞ ＜0＞ ＜0＞

合計額

 -

 市  直接 4/5

122  ◆  D  -   17  -     4

    3  -   2  地下埋設物等撤去事業（今泉地区）  今泉  市121  ◆  D  -   17

  4  地下埋設物等撤去事業（高田地区）  高田  市  市

 -

 直接 4/5

109   D  -     1  -   19   

  都市計画道路西和野山苗代線整備事業  高田  市  市  直接102   D

 県  直接 3/4  災害公営住宅整備事業  米崎  県

 直接 4/5  1  市街地復興効果促進事業（県分）  陸前高田市  県  県

 市道鳴石線ほか整備事業  高田  市  市  直接 2/3

2/3

98  ★  F  -     4  -     1

    7  93   D  -     4  -

 -     1  -   18  

 -

 直接 4/5

1/2

68  ★  F  -     2  -     1  -   1

 
 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区
画整理事業）

 高田  市  市  直接49   D  -   17  -     4  

  まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡広
田陸前高田線

久保～泊
 県24   D  -     1

 
 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区
画整理事業）

 今泉  市  市

 市街地復興効果促進事業  陸前高田市  市  市

（様式１－４）

陸前高田市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 県  直接 2/3

48   D  -   17  -     3

    5  



岩手県 担当者氏名

陸前高田市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

細谷　勇次

市町村名 電話番号 0192-54-2111 rt0586@city.rikuzentakata.iwate.jp

都道県名 担当部局名 財政課


